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２．韓国の自動車保有の地域的差異

第１図は韓国と日本の乗用車および貨物車の登

録台数の推移をみたものである。日本では乗用車

は1960年代中頃から急速に普及し始め，その後は

現在に至るまでほぼ一定の割合で増加している。

これに対し，韓国は日本よりも約10年遅れた1977

年から増加し始めたが，これは自動車保有の制限

政策の緩和と自動車産業の急成長によるものであ

った。1979年から1982年にかけて第２次オイルシ

ョックと国内政治の不安の影響を受け伸び率の低

下がみられた4)｡日本もこの時期に韓国ほど顕著で

はないものの，増加率に若干の鈍化がみられた。

韓国では1983年以降，経済成長とともに乗用車は

再び増加し始め，特に1988年以降は著しい伸び率

を示している。貨物車も乗用車と似通った傾向に

あり，1988年のソウルオリンピックの経済効果が

自動車の伸びにも現れているようである。しかし，

普及率をみた場合,1990年における人口１００人あた

りの乗用車登録台数は4.8台であり，これは日本の

1968年の水準にも達していない5)｡従って韓国全体

では,自動車の私的所有はまだ一般化しておらず，

モータリゼーションは始まったばかりであるとい

えよう。

この乗用車の普及を地域別にみていくと，都市

と農村では顕著な差がみられる｡第２図は市道別6）

に人口１００人当たりの乗用車登録台数をみたもので

あるが，ソウル市の7.8台，大郎市の5.5台，仁川

市の4.4台と上位を大都市が占めている｡それに対

し，農村を多く含む全羅南道（1.4台）や忠清南道

（2.0台)では普及率は低い。このような乗用車普

及の地域的差異は都市農村間の所有格差や必要度

の違いを反映していると考えられる7)｡日本では乗

用車は都市から普及し始めたという経緯をもつが)，

韓国においても同様のことがいえる。

１．はじ めに

1990年11月１日現在のソウル市の人口は

10,627,790人であり，これは韓国全人口の約24.4

％に相当する。首都ソウル市への集中は，小売卸

売販売額の44.2％，銀行預金高の51.6％，大学設

置数の31.8％にのぼり'),人口以上に占有率は高い。

このようにソウル市は政治，経済，文化のあらゆ

る面で韓国では卓越した地位にある。しかもこの

首都への一極集中は近年特に著しい2)｡この急速な

ソウル市の成長に対し，都市の基盤整備は追いつ

かず，住宅と交通に関しては，とりわけ深刻な問

題となっている3)。そこで本稿では，ソウル市の都

市交通，特に自動車交通を取り上げ，その現状を

報告するとともに，問題点を考察したい。
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第１図韓国と日本における自動車登録台数の推移

（1960～1990）（韓国統計年鑑･日本統計年鑑

により作成）
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